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序文

　『世界給与・賃金レポート 2014/2015』は，平均賃金の最新の動向，および所得不平
等における賃金の役割に関する分析の両方を提示する．本レポートの前半部分では次のこ
とが示されている．すなわち，近年，世界の賃金の伸びは新興国・途上国によって牽引さ
れており，そこでは 2007 年以降実質賃金が上昇してきている．ただし，2013 年の賃金
の伸びは 12 年との比較では鈍化した．一方，先進国では賃金は 2012 年および 13 年と
総じて伸び悩み，多くの諸国で 2007 年の水準を下回ったままであった．このようなトレ
ンドは憂慮すべき事態である．
　個々の労働者や企業のレベルでは，賃金の上昇あるいは下落の直接的な影響は自明であ
る．国レベルでは，賃金の上昇あるいは下落が総需要や雇用に及ぼす効果は状況に固有で
あり，次のような事情を考慮せずに予測したり評価したりすることはできない．その事情
として，生産性との相対比でみた賃金水準，当該国の開放度，総需要に占める各需要項目
のシェアなどがある．国際的なレベルでは，仮にあまりに多くの国が賃金抑制政策を追求
するようであれば，その結末は否定的なものとなる可能性が大きい．グローバル経済が低
成長の罠に落ち込んでいくリスクを孕んでいる現在の環境下では，過去に賃金が生産性の
伸びに後れを取ってきていたこれらの諸国では，より大幅な賃金上昇が望ましいであろう．
本レポートで示すように，いくつかの諸国では，政策はすでにそのような方向に向かって
シフトし始めている．
　本書の後半部分では，所得不平等について賃金が果たす役割を検討する．不平等は近年
世界中で関心が高まっているテーマになっており，不平等の拡大は社会正義という目的の
足を引っ張るだけでなく経済的にも悪い結果をもたらし得る，という認識が広まっている．
ILO 加盟国は「公正なグローバル化のための社会正義に関する 2008 年宣言」の採択を
通じて，公約を新たにした．その公約は，進歩の果実の正当な配分を万人に対して保証す
ることを企図した賃金・所得にかかわる政策を追求するとしている．また，万人のために
公正な成果を求める政策を承認しており，社会的連帯感を達成し，貧困や不平等拡大と戦
うことがいっそう必要になっている．
　多くの国々で，賃金と有給雇用の分布が最近の不平等のトレンドにとって重要な要因と
なっている．これは所得分布に影響を及ぼす労働市場関連の制度や政策――最低賃金制や
団体交渉を含む――の重要性を明らかにするものである．
　男対女，自国民対移民などの間の賃金格差は大幅なままであり，経験，教育，職種，お
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よびその他の労働市場特性で説明できるのはほんの一部でしかない．このような賃金格差
の基本的な原因に取り組む他の政策と並んで，有効な反差別政策を実施することが，社会
正義の増大と不平等の縮小に向けた進展にとって具体的な対策となる．
　このレポートがやはり示しているところによると，低所得層は社会移転あるいは自営業
所得に対する依存度があまりにも高すぎる．事実，所得源はほぼすべての諸国で，家計所
得の分布でトップ層とボトム層においては中間層よりも多様であり，中間層では賃金の割
合が大きい．これは次のことを例証するものである．すなわち，不平等を削減するために
は有給雇用を創出することと並んで，賃金政策と社会的保護政策の整合性を確保すること
が重要である．
　私が期待するのは，ILO 加盟国がそれぞれの固有な状況において賃金，雇用，企業助成，
社会的保護，および所得不平等の縮小を伴う経済成長率の引き上げに最も寄与的な政策に
かかわる適切な組み合わせを選定する際に，本レポートそのものに加えて，本書で示され
た政策が役に立つことだ．さらに，本レポートを受けて各国の政策当局が，マクロ経済政
策を調整し社会正義を推進するための国際的な努力の一環として，賃金を含めることの重
要性について得心することを期待する．

ガイ・ライダー
ILO 事務局長
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